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１ 計画の趣旨 
 

滋賀県では、文化芸術振興施策の推進においては、『滋賀の文化力を高め、発信すること

で地域が元気になっていく姿』を基本目標とする「滋賀県文化振興基本方針（第２次）」（平

成 28 年３月）を策定し、障害者、高齢者、子育て中の保護者等、文化に触れる機会が十分

にもてない方々が文化活動に参加しやすい環境づくりなど、文化活動の環境の整備等に取

り組んでいます。 

また、障害福祉施策の推進においては、『地域でともに暮らし、ともに学び、ともに働き、

ともに活動することの実現』を基本目標とする「滋賀県障害者プラン【改定版】」（平成 30

年 3 月）を策定し、障害者の文化芸術活動を推進し、障害者の自己実現と社会参加の促進

等に取り組んでいます。 

近年、2020 年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の開催を契機とした文化プロ

グラムが展開され、また、文化芸術振興基本法（平成 13 年法律第 148 号）が文化芸術の

振興にとどまらず、観光、福祉等の分野における施策を取り込むこと等を趣旨とする改正

が行われ、名称を文化芸術基本法と改められるなど、文化芸術を取り巻く環境は変化して

います。 

本県が全国に先駆けて取り組んできた障害者の文化芸術活動に関しても、この文化芸術

基本法では基本理念として、次のように規定しています。 

「文化芸術を創造し、享受することが人々の生まれながらの権利であることに鑑み、

国民がその年齢、障害の有無、経済的な状況又は居住する地域にかかわらず等しく、文

化芸術を鑑賞し、これに参加し、又はこれを創造することができるような環境の整備

が図られなければならない。」 

この基本理念と障害者基本法（昭和 45 年法律第 84 号）の理念に則って、文化芸術活動

を通じた障害者の個性と能力の発揮および社会参加を促進することを目的とする障害者に

よる文化芸術活動の推進に関する法律（平成 30 年法律第 47 号。以下「障害者文化芸術推
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進法」という。）が平成 30 年(2018 年)６月に制定されました。 

こうした国の動きを契機として、本県においても、障害者1による文化芸術活動の推進に

関する施策を総合的かつ計画的に推進するため本計画を策定するものです。 

 

 

２ 計画の位置づけ 
 

本計画は、障害者文化芸術推進法第８条第１項に基づく地方公共団体における障害者に

よる文化芸術活動の推進に関する計画として策定します。 

また、滋賀県基本構想（平成 31 年３月）の県の政策の方向性との整合性を図るととも

に、滋賀県文化振興条例（平成 21 年滋賀県条例第 55 号）に基づく「滋賀県文化振興基本

方針」および、障害者基本法に基づく「滋賀県障害者プラン」を踏まえた個別計画としま

す。 

さらには、滋賀県障害者差別のない共生社会づくり条例（平成 31 年滋賀県条例第８号）

第 21 条に基づき必要な施策を講ずるための取組方針を示した計画とします。 

 

 

３ 計画期間 
 

本計画は、令和２年度(2020 年度)から令和５年度(2023 年度)までの４年間の計画とし

ます。 

 

 

 

 

                                                      
1 本計画における「障害者」とは，障害者文化芸術推進法の規定に基づき，障害者基本法第２条第１号で定める身
体障害，知的障害，精神障害（発達障害を含む。）その他の心身の機能の障害（以下「障害」と総称する。）がある
者であって，障害及び社会的障壁により継続的に日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける状態にあるものをい
う。 
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１ 障害者の文化芸術活動の推進にかかる社会情勢（国等の取組状況） 
 

国では、平成 25 年(2013 年)に開催された、文化庁・厚生労働省による「障害者の芸術

活動への支援を推進するための懇談会」の中間とりまとめにおいて、芸術活動を行う障害

者やその家族および福祉事業所等で障害者の芸術活動の支援を行う者を支援する体制の整

備や専門的な人材の育成の必要性が唱えられました。 

同年には、劇場、音楽堂等の活性化に関する法律（平成 24 年法律第 49 号）に基づく、

「劇場、音楽堂等の事業の活性化のための取組に関する指針」において、劇場、音楽堂等

は、地域の文化拠点であるとともに、社会参加の機会をひらく社会包摂２の機能を有する基

盤として、常に活力ある社会を構築するための大きな役割を担っており、年齢や障害の有

無等にかかわらず、より多くの利用者が実演芸術の公演を鑑賞できるよう様々な工夫や配

慮を行うことや、年齢や障害の有無等にかかわらず利用者等の社会参加の機会を拡充する

観点からの様々な取組を進めることに留意するよう求められています。 

平成 27 年(2015 年)には「2020 年東京オリンピック・パラリンピック競技大会に向けた

障害者の芸術文化振興に関する懇談会」を開催し、2020 年東京オリンピック・パラリンピ

ック競技大会を見据え、関係者相互の情報共有やネットワークの構築を図るとともに、障

害者の文化芸術活動の振興に資する取組について、広く関係者による意見交換を行うなど、

障害者の文化芸術活動の推進に取り組んでいます。 

また、障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（平成 25 年法律第 65 号）が制

定され、行政機関等および事業者は、ハード・ソフト両面にわたる対応が求められること

となりました。 

こうした中、平成 29 年(2017 年)に文化芸術振興基本法は、文化芸術の振興にとどまら

ず、観光、まちづくり、国際交流、福祉、教育、産業その他の関連分野における施策を法

                                                      
２ 社会的に孤立や困難を抱えている人々に社会参加の機会を開き、社会的課題の緩和や解決につなげるよう、社
会の構成員として包み支え合うこと。 
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律の範囲に取り込むとともに、文化芸術により生み出される様々な価値を文化芸術の継承、

発展および創造へと活用することを明示した「文化芸術基本法」に改正されました。 

その後、文化芸術基本法に基づく「文化芸術推進基本計画」（平成 30 年３月）の策定や、

障害者文化芸術推進法の施行、同法に基づく「障害者による文化芸術活動の推進に関する

基本的な計画」（平成 31 年３月）の策定により、障害者の文化芸術活動の推進に関する施

策を総合的かつ計画的に実施することとしています。 

また、国内においては民間団体を中心に、アウトサイダー・アート３、アール・ブリュッ

ト４、フォーク・アート５等として福祉現場で障害者の作品展覧会の開催や研修機会などが

各地で活発に展開されています。日本財団が行う DIVERSITY IN THE ARTS の取組や、

埼玉県、京都府等の各地域でも障害者の芸術祭が開催されています。 

さらには、平成 28 年（2016 年）から国立新美術館において共生社会や文化の多様性に

関心を深めてもらうことを目的に「ここから」展が開催されるとともに、平成 29 年（2017

年）に奈良県開催の「国民文化祭」「全国障害者芸術・文化祭」が初めて一体的に開催され

るなど、障害の有無を超えた活動の機会が充実し始めています。 

 

 

２ 本県における障害者の文化芸術活動の取組状況 
 

（１）障害者の文化芸術活動の歴史 

滋賀県では、戦後まもなく「日本の障害者福祉の父」と呼ばれ、「この子らを世の光に」

                                                      
３ アール・ブリュットの英語訳で、1972 年にイギリスの美術史家ロジャー・カーディナルが翻訳したもの。「美術
教育を受けていない」という一般的な定義があるが、広く英語圏で用いられることで、民族芸術や独学による表現
全般をさすようになり、その射程はかなりの幅広さを有している。（参考文献１） 
４ 画家のジャン・デュビュッフェが考案した言葉で、「加工されていない生(き)のままの芸術」という意味のフラ
ンス語。特定の美術や教育の流れからはみだし、美術的なスタイルからは何の影響も受けていない、全く個人的か
つ独創的な方法で創られた絵画や造形のこと。滋賀県では既成の枠にとらわれない、作り手自身の内なる衝動を表
現した作品を通じて、多様な価値観を共有し合える共生社会づくりにつなげることを目的にアール・ブリュットを
振興している。県内では、古くから福祉施設で行われてきた造形活動を背景に、アール・ブリュットという領域で
評価される障害者の作品が多いが、作者が障害者であることをもって、アール・ブリュット作品と位置づけて振興
しているものではない。 
５ ある共同体のなかでその歴史、宗教、民族性、地域性を背景に脈々と培われてきた、伝統的な形態や様式をも
つ芸術のこと。（参考文献２） 
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という言葉を残した糸賀一雄氏、田村一二氏、池田太郎氏らにより設立された近江学園６

において、粘土を利用した生産活動から造形活動が始まりました。また同学園では、造

形活動だけではなく、狂言の鑑賞や児童劇、ブラスバンドに取り組むなど、子どもたち

が芸術活動に接する機会を積極的に取り入れてきました。 

これらの取組は、「その人らしさ」を大切にし、一人ひとりを認める、その思想ととも

に同学園以外の県内の福祉施設等にも受け継がれ、発展していきました。 

昭和 29 年(1954 年)には大阪で「全国忘れられた子らの作品展」と題した展覧会が、

その翌年には東京で「知恵の遅れた子らの作品展」が開催され、また、昭和 56 年(1981

年)からは「土と色」展が始まるなど、他の都道府県と比べ、早くから滋賀県の福祉施設

が関わった展覧会が数多く開催され、障害者の造形活動とそれに伴う指導のあり方につ

いて、今なお国内外に大きな影響を与えています。 

障害者の造形活動が広がりを見せていく過程で、県内に障害者の作品を常設できる場

の設置に向けた機運が高まり、平成 16 年(2004 年)に、障害者と一般のアーティストの

作品を並べて展示する「ボーダレス・アートミュージアム ＮＯ-ＭＡ」（以下「ＮＯ-ＭＡ」

という。）が誕生しました。ＮＯ-ＭＡでは、作品を通じて人の持つ普遍的な表現の力を発

信しています。 

また、県内の福祉団体や NPO 等が中心となり、県外の民間団体やアーティスト等と

連携して開催する展覧会や芸術祭、創作工房の提供、作品の販売や二次利用による商品

化等、独自の取組も拡がり始めています。 

 

（２）国内外で広がる活動と評価 

こうした県内の福祉施設を中心に活発に行われてきた障害者の造形活動により生み出

された作品の中には、近年、アール・ブリュットという領域で国内外において高く評価

される滋賀県ゆかりの作家の作品も多く見出されており、1990 年代以降、滋賀県立近代

美術館での企画展をはじめ、スイス・ローザンヌのアール・ブリュットコレクションや

フランス・パリ市立美術館などの国外の美術館でも紹介されています。 

平成 25 年(2013 年)に開催されたヴェネチア・ビエンナーレ国際美術展での県内作家

の作品出展や、平成 30 年(2018 年)に滋賀県と米国ミシガン州の姉妹提携 50 周年を記念
                                                      
６ 昭和 21 年 11 月に大津市南郷に創設された児童福祉施設。昭和 46 年９月に現在の湖南市に移転。 
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した展覧会で県内６名の作家の作品が展示され公開制作が行われるなど、滋賀県ゆかり

の作家が国内外で注目されるようになりました。 

また福祉施設が、独自にギャラリーを設け作品の魅力を発信する活動や、そうした活

動から国内外の美術館やギャラリーと連携した展覧会に作品を出展し評価される事例も

出てきています。 

 

（３）本県の取組 

県では、障害者による造形活動のすそ野を広げるため、平成 23 年(2011 年)から県内

の障害者の造形作品の公募展の開催、陶芸家を特別支援学校等へ派遣し創造活動を支援

する「つちっこプログラム」の実施、平成 24 年(2012 年)に全国で初めて「障害福祉サー

ビス事業所の造形活動における作品の著作権等の保護のための指針（ガイドライン）」の

策定を行うとともに、障害者の造形活動に関する相談や支援を行う「アール・ブリュッ

トインフォメーション＆サポートセンター（通称：アイサ）」の運営支援を行うなど、障

害者が安心して造形活動に取り組める環境づくりに取り組んでいます。 

また、平成 25 年(2013 年)にアール・ブリュットネットワークを立ち上げ、美術、福

祉、医療、研究機関、行政などの異なる分野や立場の人たちがつながり、障害のある作

家も多く活躍するアール・ブリュットを支える輪を広げる取り組みを進めています。 

近年では、平成 29 年(2017 年)にフランス・ナント市で開催された「障害者の文化芸

術国際交流事業『2017 ジャパン×ナントプロジェクト』」への参画、平成 30 年(2018 年)

にアメリカ・ミシガン州で開催された展覧会への作品の出展などを通じて、障害者の作

品の魅力を国内外に発信する取組や交流を進めています。 

また、舞台芸術においては、「びわ湖ホール 音楽会へ出かけよう！（ホールの子事業）」

での舞台芸術鑑賞の機会の提供や、地域の中で誰でも気軽に参加できる歌や打楽器演奏、

ダンス、身体表現などのワークショップの県内各地での開催支援、アーティストと障害

者のコラボレーションによるボーダレスな舞台演奏が行われる糸賀一雄記念賞音楽祭の

開催支援など、地域で「ともに活動する」ことの実現を目指した取組を進めています。 

こうした取組を文化行政と福祉行政が相互に連携を図りながら、誰一人取り残さない

持続可能な社会の実現を目指した「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）」の視点も踏まえ、

取組を進めています。 
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１ 基本目標 
 

 

 

 

 

文化は、人びとの感性や想像力を育み、人びとに元気を与え地域社会を活性化させて、

魅力ある社会づくりを推進する力を持っています。私たちは、文化が社会に資する力を認

識し、これを活かした取組を行うとともに、滋賀の文化の魅力を国内外に効果的に発信す

ることで、元気で創造的な地域をつくっていく必要があります。 

 このため、障害者が障壁なく文化芸術活動に参加できるよう「障害の有無にかかわらず、

文化芸術活動を通じて、自分らしく活躍できる共生社会づくり」を計画の基本理念としま

す。 

この基本理念のもと、障害の有無にかかわらず誰もが互いに尊重し、理解し、共感し、

助け合う中で、すべての人が対等に文化芸術を享受し創造することができるよう「多様な

人びとが支えあうことにより、障害の有無にかかわらず誰もがともに、多彩な文化芸術活

動に親しみ、活躍する環境の実現」を基本目標とします。 

 

 

２ 基本的な方向（柱） 
 

基本目標の実現に向け、次の３つの基本的な方向を柱として、施策を展開します。 

 

 

多様な人びとが支えあうことにより、障害の有無にかかわらず 

誰もがともに、多彩な文化芸術活動に親しみ、活躍する環境の実現 
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（１）「親しむ」 

障害の有無、障害の種別や特性にかかわらず、文化芸術活動に触れ、創造する機会を

得ることにより、文化芸術への感動や関心が高まり、個性的で豊かな感性を育てること

につながることが期待されます。また、同時に、障害者が社会の中で自分を表現するこ

とができるよう、障害者が必要な支援を受けて文化芸術を鑑賞し、創造し、参加する機

会のより一層の充実を図ります。 

 

（２）「つなぐ・支える」 

障害者が文化芸術活動を通じて、自らの能力を発揮し、障壁なく社会参加できるよう

にするためには、活動を支援する人材が重要です。このため、文化芸術、福祉、教育な

ど、各分野の垣根を越えて活動できる知識や経験を深めるための研修機会の充実を図る

とともに、各分野を越えたネットワークの構築を図ります。 

また、障害の有無等にかかわらず、県民誰もが気軽に文化芸術活動に参加することが

できるよう、「触れる場」「創る場」「発表する場」「支援する人が集う場」づくりや、創造

された作品の権利保護に関する相談ができる機関の情報、作品の理解促進につながる研

修等の情報に触れる機会の充実を図ります。 

 

（３）「活かす」 

障害者の文化芸術活動については、作品はもとより、創造の過程そのものにも魅力が

親しむ 障害者が文化芸術を鑑賞し、創造し、参加する機会の充実 

つなぐ・支える 

障害者が文化芸術活動を通じて、自らの能力を最大限発揮し、

障壁なく社会参加できるよう支援するための「人」や「場」

づくり 

活かす 
障害者が創り出す作品等を滋賀県の誇りうる魅力として国内

外に発信するとともに県民の理解の一層の促進 
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あるなど、既存の芸術分野に収まらない多様性が見られます。それらには、県民の理解

を深めるものや国内外に発信できる魅力があるもの、作品の販売や二次利用により経済

面で障害者の生活の向上に資するものなど、多様な可能性が含まれています。こうした

可能性を見出し、滋賀県の誇りうる魅力として国内外へ発信します。 
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 計画の基本目標実現に向け、３つの基本的な方向を柱として、次の施策を展開します。 

 

１ 「親しむ」 
 

（１）現状と課題 

  現在、障害者が文化芸術活動に親しむための取組として、主に文化施設のバリアフリ

ー化や観覧料の優遇などが行われています。 

  障害者が鑑賞、創造、発表・参加するための施策に取り組む県内市町は少なく、障害

者に対する事業の情報提供や障害特性にあった鑑賞のサポート等を行う県内の文化施設

も多くありません。 

  また、身近な地域の文化施設において、障害の有無にかかわらず誰もが一緒に参加で

きる取組もあまり見られません。 

  こうしたことから、障害の有無にかかわらず誰もがともに文化芸術活動を鑑賞し、創

造し、参加する機会の充実、および障害者の文化芸術活動への県民理解の促進のため、

次の取組を重点的に進めます。 

 

（２）施策の展開と主な取組 

計画期間中に進める重点施策と主な取組 

① 障害の有無にかかわらず誰もが一緒に楽しめる公演や展覧会等の推進 

   障害の有無にかかわらず、公演や展覧会などにおいて質の高い文化芸術を鑑賞・体

験する機会を確保することは、豊かな創造力・想像力や思考力、コミュニケーション

能力などを養うとともに、将来の芸術家や観客層の育成、優れた文化芸術の創造につ

ながります。 

県内の劇場・音楽堂や美術館、博物館などで行う公演や展覧会等の開催に合わせて、

施設や設備面での障壁を取り除く取組や障害特性に応じて鑑賞をサポートする取組を
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モデル的に実施し、ノウハウの蓄積を図ります。 

併せて、障害者やその支援者が、劇場・音楽堂や美術館、博物館などの文化施設で鑑

賞しながら学び、体験する機会の充実を図ります。 

 

  <主な取組> 

 県内の小学生等が参加する「びわ湖ホール 音楽会へ出かけよう！（ホールの子

事業）」において特別支援学校の児童生徒が一緒に舞台芸術を鑑賞できる機会の

提供 

 地域の文化施設で、誰もが一緒に気軽に楽しむことのできる公演や展覧会等の開

催、鑑賞サポート等の配慮を明示した情報の提供 

 

② 障害の有無にかかわらず誰もが一緒に自由な発想で表現する機会の創出 

障害者の創造活動の機会を創出することは、文化芸術の新たな価値や優れた作品を

生み出す契機になるとともに、人びとの心のつながりや相互理解、多様性の理解など

につながることが期待されます。 

このことから、地域の文化施設、福祉施設、特別支援学校において障害者向けあるい

は障害の有無にかかわらず誰もが一緒に行う体験型ワークショップや、アーティスト

を福祉施設や学校などに派遣して行うアウトリーチ活動等の充実を図ります。 

また、障害者の創造した作品や表現を、障害の有無にかかわらず誰もが楽しむこと

のできるワークショップなどの機会の充実を図ります。 

 

 <主な取組> 

 「つちっこプログラム」等、学芸員や専門家、アーティスト等の支援を受けて創

作するワークショップの開催支援 

 地域の文化施設で行う造形活動や表現活動への支援 

 

③ 障害者の作品を発表する機会の充実 

作品等の発表の場は、障害者の創造活動の意欲の向上や、障害者の生活を支える人

の創造活動に対するさらなる理解の促進につながります。また、障害者が多様な関係
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者や地域社会等と交流する機会としても重要です。 

このことから、地域の文化施設、福祉施設、学校をはじめ、県内の民間団体等とも連

携し、障害者が創造した作品を発表できる機会や、障害者と地域の多様な人々が交流

しながら作品を創造し発表する機会の充実を図ります。機会の充実を図ります。 

 

  <主な取組> 

 障害者アート公募展や糸賀一雄記念賞音楽祭の開催にかかる支援 

 アーティストが地域の関係者と共同で行う参加型プログラムの実施 

 

 

２ 「つなぐ・支える」 
 

（１）現状と課題 

  障害者の文化芸術活動は、福祉施設や就労支援施設等で多くみられますが、これらの

施設では文化芸術活動の専門的な知識をもって支えることができる人材は限られていま

す。また、文化施設職員やアーティスト等についても障害の特性を理解して支えること

ができる人材は少ないのが現状です。福祉と文化の関係者がお互いの意識やスキルを共

有できる機会を構築することが求められています。 

  また、障害の有無にかかわらず誰もが一緒に文化芸術活動を楽しめる機会が少ないこ

とから、さらに充実させる必要があります。 

このため、障害者の文化芸術活動を支える「人」づくりを進めるとともに、障害の有

無にかかわらず誰もが文化芸術活動を楽しめる拠点や支援をする人が集える拠点となる

機能を有する「場」の構築に向けて取組を進めます。 

併せて、文化施設、福祉施設、学校、NPO 等、関係者の相互の連携や協力を促進する

ための取組を進めます。 

 

（２）施策の展開と主な取組 

計画期間中に進める重点施策と主な取組 

① 障害者の文化芸術活動を支える人づくり 
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学校や福祉施設等の職員が文化芸術分野の専門家等から文化芸術活動を支援する方

法を学ぶ機会や、文化芸術団体や文化施設職員が障害福祉分野の専門家等から障害者

の特性を踏まえた支援の方法を学ぶ機会の充実を図ります。 

また、障害者による文化芸術活動に関わる多様な関係者を対象に、現場体験プログ

ラムや様々な支援方法に関する研修等を行うとともに、各分野の垣根を越えたネット

ワークの構築を図ることで、障害者と文化芸術、文化芸術と社会、社会と障害者をつな

ぐ人材の育成を図ります。 

さらには、障害者の文化芸術活動を支援し、これからの文化芸術を担う若い世代の

理解を広げるため、大学等の教育機関と連携した学習機会や文化芸術を通じた交流機

会の充実を図ります。 

 

<主な取組> 

 障害者等の文化芸術活動を支えるための支援ノウハウの蓄積を図る各種研修会

の開催 

 障害者の芸術文化活動にかかる権利保護等に関する相談対応や情報提供などを

行う支援センター7の活動支援 

 

② 障害の有無にかかわらず誰もがともに学び活動できる場づくり 

劇場・音楽堂、美術館、博物館、公民館等の身近な地域の文化拠点に対する広域的な

支援の検討や、障害の有無にかかわらず誰もが一緒に文化芸術を体験することで障害

者への関心を深めることのできるプログラムの開発などを進めるとともに、文化芸術

を介して時間と場所を共有し、様々な交流が生み出される「場」や「機能」のあり方に

ついて検討を進めます。 

                                                      
7 作者の権利が保護されるための助言や、作品に関わる人と人とが信頼関係をもってつながるための中間支援を行
うため、厚生労働省の「障害者芸術文化活動普及支援事業」により主に県内での支援普及を行う障害者芸術文化活
動支援センターとして、社会福祉法人グロー(近江八幡市)が「アール・ブリュットインフォメーション＆サポート
センター（通称：アイサ）」を設置。アイサでは、①障害者やその家族、福祉施設からの文化芸術活動にかかる相
談、②美術館や文化施設等からの展示や公演の相談等への対応、③作者や演者の権利保護に関する相談・助言、④
権利保護に関する知識の普及、支援方法等に関する研修会の開催、⑤発表機会の創出（滋賀県施設・学校合同企画
展）、など障害者が安心して文化芸術活動に取り組める環境づくりを進めている。 
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  <主な取組> 

 障害の有無にかかわらず誰もが文化芸術活動を楽しめる拠点や支援をする人が

集える拠点となる機能を有する「場」の構築 

 アール・ブリュットに関する関係者の交流や情報発信等を行うネットワークの

運営 

 

長期的・継続的に検討する主な取組 

 障害者の文化芸術活動を地域や県民に結びつける人材や中間的な支援組織の育成 

 劇場・音楽堂、美術館、博物館、公民館等、身近な地域の文化拠点に対する広域的な

支援方策の調査研究 

 

 

３ 「活かす」 
 

（１）現状と課題 

  2020 年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の開催を契機とした文化プログラ

ムの展開を機に、障害者の文化芸術活動が注目を集めています。本県においても、民間

団体がそれぞれの活動を通じて魅力を発信する取組を進めており、こうした取組を効果

的に発信し、滋賀の魅力として高めていくことが必要です。 

こうしたことから、障害者が創りだす作品等の魅力を国内外に効果的に発信し、その

魅力を通じて県民の理解を深めるとともに、滋賀県の文化力を高め、社会的・経済的価

値8の創出につながる取組を進めます。 

                                                      
8 国の文化芸術基本計画（第１期）において、文化芸術は以下の社会的・経済的価値を有しているとされている。 
（社会的・経済的価値） 

 文化芸術は，他者と共感し合う心を通じて意思疎通を密なものとし，人間相互の理解を促進する等，個々
人が共に生きる地域社会の基盤を形成するものであること。 

 文化芸術は，新たな需要や高い付加価値を生み出し，質の高い経済活動を実現するものであること。 
 文化芸術は，科学技術の発展と情報化の進展が目覚ましい現代社会において，人間尊重の価値観に基づく

人類の真の発展に貢献するものであること。 
 文化芸術は，文化の多様性を維持し，世界平和の礎となるものであること。 
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（２）施策の展開と主な取組 

計画期間中に進める重点施策と主な取組 

① 「文化芸術×共生社会」をテーマとした先進的な公演や展覧会等の検討と国内外へ

の発信 

これまでから文化と福祉が連携して取組を進めてきた経験を活かし、文化芸術によ

って共生社会を実現することを目指し、さらに先駆的な取組を検討します。 

また、国際的水準の舞台芸術を創造発信する県立芸術劇場びわ湖ホールや令和３年

度（2021 年度）に再開館を予定している県立近代美術館等の県立文化施設に加え、県

内市町、文化施設、文化関係団体、福祉関係団体等と連携した公演や展覧会等の開催を

検討します。 

こうした取組を通じて、アール・ブリュットの魅力のさらなる発信など、障害者の文

化芸術活動を通じて本県の魅力を国内外に発信します。 

 

<主な取組> 

 国、市町、文化施設、文化関係団体、福祉関係団体、大学、NPO 等の関係団体

が連携して実施する「文化芸術×共生社会」フェスティバル9の開催 

 

② 美術作品や舞台芸術作品等の調査・発掘、評価、収集・保存、発表・展示 

県立芸術劇場びわ湖ホールにおいて障害者の舞台芸術の公演を実施するとともに、

県立近代美術館において、アール・ブリュット作品の調査、発掘、評価、収集、保存、

展示を進めます。また、民間団体が行う障害者の芸術作品の調査研究や国内外での展

覧会の開催などを支援します。 

さらには、障害のある芸術家等の経済面の向上やアーティストとしての自立の観点

                                                      
9 本事業は、本県が主体となって文化芸術団体やアーティスト、市町等と連携し共生社会の実現等に向けた取組を
牽引する拠点を形成し、人材の育成やネットワークを構築するため、文化庁の補助を受け、平成 29 年度から５年
間かけて取り組んでいる事業。 

平成 29 年度から障害者等の作品の発表機会の拡大、作品調査、文化と福祉の関係者によるネットワークの構築
に取り組んでおり、これらの取組を糧に、障害者による様々な文化芸術活動を一体的に展開する本事業の集大成と
してフェスティバルの開催を予定。この取組を県内外に発信するとともに、取組によるレガシーとして関係者間の
連携の構築や各地域が主体となる取組の創出を図る。 
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から重要となる、作品の販売や商品化等につながる仕組みづくりについて、民間団体

等の事例の研究を進めます。 

 

<主な取組> 

 県立芸術劇場びわ湖ホールによる舞台芸術作品の調査および発信力のある公演

の開催 

 県立近代美術館によるアール・ブリュット作品等の調査、発掘、評価、収集、保

存、展示の推進 

 民間団体が行う障害者の芸術作品の調査研究や国内外での展覧会の開催などに

対する協力・支援 

 

長期的・継続的に検討する主な取組 

 「文化芸術×共生社会」フェスティバルの定期的な開催 

 県内の障害者による文化芸術活動の取組の一元的な発信 

 作品の販売や二次利用、商品化等を先駆的に行う民間団体等の取組事例の情報収集 
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１ 推進体制 
 

計画の推進にあたっては、行政、文化施設・団体、福祉施設・団体、障害者の生活を支

える人や地域等が連携して取組を進めることが重要です。 

このため、それぞれの主体が期待される役割を果たしつつ、連携して取組を進めるため

に必要なネットワークや体制の構築を図ります。 

 

（１）県の役割 

県は、福祉や文化をはじめ、すべての関係部局が連携しながら全体の総合調整を図り、

市町、文化施設・団体や福祉施設・団体等と協働して施策展開を図ります。 

また、国との情報共有や意見交換などを行い連携して取組を進めます。 

 

（２）各主体に期待される役割と連携 

① 県民、地域社会 

障害者の文化芸術活動を地域に根差した活動にするためには、県民一人ひとりの理

解や主体的なかかわり、地域社会で支える仕組みづくりが重要です。障害の有無にか

かわらず誰もが楽しめる文化芸術活動の場を創造していく役割などが期待されます。

このことから、地域の文化芸術活動の主役である県民や、文化芸術活動に取り組むノ

ウハウや人的・財的資源を有する企業、大学、NPO 等との連携・協働の推進に取り組

みます。 

 

② 文化施設・団体 

劇場・音楽堂、美術館、博物館などの文化施設は、全ての県民が文化芸術活動を通じ

て社会参加の機会を開く場・拠点として重要な役割を担っています。このことから、滋

賀県公立文化施設協議会や滋賀県博物館協議会を中心に、県内の文化施設や地域で文
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化芸術活動を行う団体と福祉施設・団体、行政などが情報共有し、連携が図られるよう

に取り組みます。 

 

③ 福祉施設・団体 

障害者施設や障害福祉サービス事業所等の福祉施設は、障害者の意向を尊重し、文

化芸術活動を通じて一人ひとりの可能性を広げる活動の支援や、文化芸術活動のすそ

野の拡大において重要な役割を担っています。このことから、アール・ブリュットイン

フォメーション&サポートセンターと連携し、障害者や家族の相談・援助、ニーズの把

握、福祉施設での一層の文化芸術活動の展開や活動の支援、地域での活動の促進に向

けて、県内の文化施設・団体と福祉施設・団体、行政などが情報共有し、連携が図られ

るように取り組みます。 

 

④ 市町 

市町においては、障害者の文化芸術活動の現状の把握に努めるとともに、生活に身

近な地域で活動できる環境づくりや理解者を増やすための取組を進めるため、文化施

設や社会教育施設の運営および文化芸術団体・福祉関係団体等への支援など重要な役

割を担っています。このことから、市町行政においても文化行政と障害福祉行政が連

携して障害者の文化芸術活動を支えることができるよう、県と市町が情報の共有を図

るとともに、協働で研修を実施するなど、それぞれの地域におけるネットワークを活

用した取組が図られるよう連携して取り組みます。 

 

（３）推進体制 

多様な主体との協働により実施する予定の「文化芸術×共生社会」フェスティバルの

開催に向け連携体制を構築します。また、フェスティバルの開催を契機とし、この枠組

みを発展させることにより、多様な主体が継続して効果的に連携・協働して取組を進め

ることができる体制を構築していきます。 

 

 

２ 進捗管理 
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 滋賀県文化審議会および滋賀県障害者施策推進協議会において本計画の施策の取組状況

について報告し、点検・評価を行います。また、国が進めている障害者の文化芸術活動に

関する実態把握についての調査研究の結果等も踏まえ、県内の状況を把握し、計画期間中

に評価指標を設定します。 
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